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11．．ははじじめめにに  

2018 年 4 月，国際海事機関（IMO：International Maritime 
Organization）は「船舶からの GHG排出量削減に関する初期
戦略」を採択し，2050年までに国際海運からの GHG排出量
を少なくとも50％削減し，今世紀中の可能な限り早期にGHG
排出量をゼロとすることを目標として掲げている．そしてそ

の後の地球温暖化問題の深刻化に対応するため，国際海運か

らの温室効果ガス（GHG）の排出を全体としてゼロとし，2050 
年にカーボンニュートラルを目指すことが IMO に提案され
ている．また内閣官房，経済産業省，内閣府，金融庁，総務

省，外務省，文部科学省，農林水産省，国土交通省において，

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」1)

が策定され図－１に示す工程表が示されている．国土交通省

においては，「次世代船舶の開発」プロジェクトの研究開発・

社会実装計画」2)が実施され，図－２の「国際海運のゼロエミ

ッションに向けたロードマップ」が示され，「内航カーボン

ニュートラル推進に向けた検討会」3)では図－３に示す「内航

海運の低・脱炭素化に向けたロードマップ」が提示されてい

る．このように海事分野におけるカーボンニュートラル化

は，喫緊の課題となっている． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－1 

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」⑦船舶産

業の工程表 1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－2国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップ 2) 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－3内航海運の低・脱炭素化に向けたロードマップ 3) 

 
流体設計系においても，令和三年度に，基盤研究「カーボ

ンニュートラル時代の新しい海上輸送システム構築に向け

た基礎研究」を実施し，カーボンニュートラル海上物流の実

現のため，どのような貢献していくべきか検討した．その際，

カーボンニュートラルにいたる手法のマップ化を行い，流体

分野として，以下の課題があることを確認した． 
代替燃料の実用化研究は既に相当進んでおり，かなり早い

段階で代替燃料への切り替えが進むことが予測できる．一

方，どの代替燃料が主流になっても，単位発熱量当たりのコ

ストは，現在使用されている燃料である重油の数倍となるの

で，経済上の観点から，省エネデバイスや省エネ船型の開発

のニーズは，むしろ高くなることが予測できる． 
風力の利用（風力アシスト・風力推進）が，多種多様な方

法で，いろいろな機関が研究開発している．風力利用の場合，

個別の手法の開発も必要であるが，風力利用船の性能予測

や，気象・海象条件の予測，風力アシスト船の航路計画法が

風力利用の推進においては，特に重要な要素であり，海技研

の流体分野の強みを生かせる研究課題であると考えられる． 
内航船のカーボンニュートラル化は，我が国のタスクであ

るため，内航船用の省エネデバイスの開発，カーボンニュー

トラル内航船（代替燃料船，蓄電池船等）の開発（基本計画

や船型開発，全体システムの検討）等を研究していく必要が

ある． 
 これらの検討結果を踏まえて，図－４に示す「カーボンニ

ュートラル海上物流システム実現のためのロードマップ」を

作成した． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図－4 カーボンニュートラル海上物流システム実現のためのロー

ドマップ（海技研流体分野） 

⑦船舶産業の
成長戦略「工程表」

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

カーボンフリーな
代替燃料への
転換

⚫ 燃料電池船

⚫ EV船

⚫ ガス燃料船

LNG燃料船の
高効率化

⚫ 技術開発・導入

⚫ 風力推進等との
組み合わせ

枠組の整備

⚫ 新造船

⚫ 現存船

⚫ 船社、船主

水素燃料電池船
商用的拡大

技術開発 水素・アンモニア
燃料船
導入拡大

• 水素燃料エンジン
• アンモニア燃料エンジン 水素・アンモニア燃料船

商用的拡大

ゼロエミッションEV船
商用的拡大

★目標
• 2028年よりも前倒しでゼロエミッション船
の商業運航実現

★目標(2050年時)
• 船舶分野における水素・アンモニア
等の代替燃料への転換

〇水素・アンモニア燃料船

〇フルバッテリー船

〇水素燃料電池船

〇LNG燃料船

超高効率LNG燃料船
＋風力推進船
導入・拡大

実証

• 風力推進

• 革新的燃料タンク
• 燃料供給システム

技術開発

〇新造船

〇現存船

EEDIの更なる規制強化（未定）

EEXI・燃費実績格付け制度の見直し等（未定）

新造船に対する燃費性能規制（EEDI）の規制強化

現存船に対する燃費性能規制（EEXI）・燃費実績の格付けの制度の実施

経済的手法（例：燃料油課金）の導入による研究開発、普及等の促進（未定）〇船舶、船主等

実証技術開発

実証技術開発

水素・アンモニア燃料船
にも応用可能

• 革新的燃料タンク
• 燃料供給システム

超高効率LNG+風力推進船※

商用的拡大
LNG燃料から再生メタンへ

次第に転換
※CO2排出削減率86%、再生メタン活用でゼロエミッション

実証 2025年より前に実証開始

実証 水素燃料電池船
導入拡大

ゼロエミッションEV船
導入拡大実証

内航海運の低・脱炭素化に向けた議論を踏まえ必要な制度構築を含めた取組の推進

３．導入拡大・
コスト低減フェーズ ４．自立商用フェーズ●導入フェーズ： １．開発フェーズ ２．実証フェーズ

2022 2023 2024 2025 ～2030 ～2040 ～2050

省エネデ
バイスの
開発（代
替燃料船
対応含
む）
風力利用
共通技術

内航海運
への対応

風力利用船の性能予測方法の開発

航路上気象・海象の予測ツールの開
発

風力利用船の航路計画ツールの展開（社会実装）

内航船用省エネデバイスの開発・改良と実装
内航船用省エネ船型の

開発

省エネデバイスの開発・改良と実装

高度空気潤滑システムの社会実装・普及

風力利用船の航路計画法
の開発

高効率低コスト空気潤滑
システムの開発と実装

空気潤滑船実運航モニタリングシステムの開発

カーボンニュートラル内航船の社会実装・普及
カーボンニュートラル内航船（代替燃料船、蓄電池
船等）の開発（船型開発、基本計画、全体システム

の検討（電池サプライ等））

カーボンニュートラル海上物流システム実現のためのロードマップ（流体分野）
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これらの背景のもと，本稿では，流体設計系で行ったカー

ボンニュートラル時代に対応するための研究例として，低速

幅広肥大船型の開発と内航船向け空気潤滑システムの開発

について紹介する． 
  

22．．低低速速幅幅広広肥肥大大船船型型にによよるる  GGHHGG  削削減減へへのの取取りり組組みみ  

海上技術安全研究所では，重点研究「実海域実船性能評価

に関する研究」の中で低速幅広肥大船型による GHG 削減の
研究 4)を実施している．本項では，その成果を紹介する． 
カーボンニュートラル時代に必要とされるゼロエミッシ

ョン船は，燃料に水素やアンモニアを使用する必要があり，

現在使用されている燃料である重油の数倍のコストになる

と予想されている．また，燃料タンク容積は従来の重油タン

クと比べ冷却のための付帯設備を考慮すると 2.5～6 倍程度
の大きさになる．このため，現状船に対し輸送重量・距離あ

たりの輸送効率を 2倍（GHG削減効果 50％）以上に向上さ
せ，輸送コストの大幅な増加を抑制できる船型を開発する必

要がある．輸送重量・距離あたりの輸送効率を 2倍以上向上
させることは，船舶を大型化かつ低速化すれば達成可能 5)で

あるが，港湾や運河等の制限により，船舶の大きさには制限

がある．特に，喫水を深くすることは困難と考えられる． 
そこで，ゼロエミッション船実現のため，喫水は従来船型

と変えず，船幅および肥大度の増加により載貨重量を増加さ

せ，現状の航海速力 14-15 knotを，10 knot以下に低速化する
ことで，現状船に対し輸送重量・距離あたりの輸送効率を 2
倍以上に向上させることを目標に，低速幅広肥大船の開発・

評価を行った． 
 今回開発を行った低速幅広船型の要目は，現状の船型デー

タベースにおいては，外挿の範囲に存在する．そのため低速

幅広船型を検討するための船型データベースを構築した． 
船型データベースは，船型ブレンディング 5)技術を用いて

構築した．船型ブレンディングでは，複数の船型の形状ベク

トルを参照し，それらを内挿して船型を生成する．従って，

参照する船型（基本船型）のパラメータが，データベース船

型の設計空間の外端になる．データベースを構築する際の船

型パラメータとして，幅，船首肥大度，船尾肥大度の 3つを
用いる．そのため，基本船型として 3つのパラメータがそれ
ぞれ最大，最小となるような 2×2×2の 8船型を生成した．
生成した 8つの基本船型を基に，船型ブレンディングを行い，
1331 の内挿船型の船型データベースを構築し，CFD を用い
て性能分布の解析を行なった． 
模型船を製作する船型は，従来の研究実績のない表－１の

船型（M916）を採用した．模型プロペラ直径 Dpは，データ
ベース作成時と水槽試験に使用した代用プロペラで異なる． 

 
 
 
 
 
 

表－1 模型船M916の主要寸法 4)   
Model  Ship 

Lpp [m] 5.084 286.00 
B   [m] 1.300 73.13 
d   [m] 0.293 16.50 
CB  [-] 0.829 0.829 
Dp  [m] Database 0.178 10.00 
Dp  [m] Tank Test 0.185 10.41 

 
M916は比較対象とする JBC6)に対して喫水は同一として，

船幅は 1.62倍，載貨重量（DW）は 1.61倍，船首尾肥大度（L/B
（1-CB））の逆数は 1.35倍とした幅広肥大船型である．M916
と JBCの主要目を比較して表－２に示す 

 
表－2 JBCとM916の主要目 4) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
M916 を対象として，平水中水槽試験を実施し，低速幅広
肥大船型の推進性能評価に必要な計測データを取得した．水

槽試験の様子を図－５に，自航要素と実船相関係数を表－３

に，有効動力を図－６に，制動動力とプロペラ回転数を図－

７に示す． 
 
 

 

 
 

図－5 水槽試験における低速肥大船の造波の様子（10kt）4) 

 

表－3 自航要素と実船相関係数 4) 

 
 
 
 
 
 
 
 

表２

表３
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図－6 M916と JBCの有効動力の比較 4) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－7 M916と JBCの制動動力の比較 4) 

 
低速幅広船型 M916 のエネルギー効率および GHG 削減効
果を評価した．C重油に変わる代替燃料として考えられてい
るカーボンフリー燃料である液体水素，圧縮水素，液体アン

モニアおよび比較のための C重油，天然ガスの物性値および
燃料タンク容積を表－４に示す．燃料タンク容積（重油タン

ク比）は，熱効率が同一の動力源を使用するとして試算した．

液体水素，アンモニアなどの代替燃料を使用する場合のタン

ク寸法は，従来の重油タンクと比べて，付帯設備を考慮する

と液体燃料では 2.7倍～5.7倍，圧縮水素まで考慮すると最大
20倍程度の大きさになる． 

 
表－4 各種燃料の物性と燃料タンク容量 4) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カーボンフリー燃料を 100％使用すると，CO2排出量はゼ

ロであり，GHG排出量や CII（Carbon Intensity Indicator：平均

燃費実績）はゼロとなってしまう．このため，(1)式に示すエ
ネルギー効率係数（Energy Efficiency Coefficient：EEC）を定
義した．さらに，C重油を燃料とする JBCに対する GHGや
CII の比率は，波風の影響を同一と仮定すると，(2)式および
(3)式に示す通りとなる． 

 
EEC = BHP /（DW・Vs）                            (1) 
GHG / GHG(JBC) = EEC / EEC(JBC)                     (2) 
CII / CII(JBC) = EEC / EEC(JBC)・Vs(JBC) / Vs(JBC)       (3) 
 

M916の燃料を液化水素としたものをM916H，アンモニア
としたものをM916Aと呼ぶ．それぞれの船舶に対する DW，
燃料タンク容積，航海速力における BHPおよび JBCに対す
るM916，M916H，M916Aの EEC，GHG，CIIの比を比較し
た．結果を表－５に示す．なおカーボンフリー燃料使用によ

る燃料タンクの大型化の影響は，DWの減少として考慮した． 
 
表－5各種燃料を使用した場合の EEC，GHG，CIIの比較 4) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
M916船型は，C重油を燃料としたM916の場合でも，従来
船型の JBCに対して，EEC・GHGを 55％削減，CIIを 35％
削減と，GHGの大幅な削減が可能であり，低速幅広肥大船型
が GHG 削減に有効であることが明らかになった．また液化
水素および液化アンモニアを燃料とした場合，燃料タンク容

積は HFOの場合と比べ，それぞれ 5.7倍，2.7倍となり，こ
のタンク大型化の影響は，エネルギー効率でそれぞれ 5％と
3％の悪化となることがわかった． 

 
33．．内内航航船船へへのの空空気気潤潤滑滑シシスステテムムのの適適用用  

続いて，内航船への空気潤滑システムの適用を検討した例

として，JST SBIR フェーズ 1 支援において実施した「IoT 
を活用した実海域での省エネ効果モニタリングシステム     

構築による空気潤滑システムの実用省エネ効果向上の研究」

を紹介する． 
本研究では，内航船に搭載した空気潤滑システムの実用省

エネ効果を向上させるため， IoTを活用した実海域での省エ
ネ効果のモニタリングシステム（図－１参照）を構築し，得

られたモニタリングデータに基づき，船体の状態，気象海象

条件に対応した空気吹き出し制御を行う空気潤滑システム

 

表４

表５
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の研究を行った．このシステムにより，従来の内航船に比べ

て，実運航時に 5％程度の GHG 削減を図ることを目標とし
た． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 空気潤滑省エネ効果モニタリングシステム概念図 

 

３．1 空気潤滑システムの概略設計 

一般的な内航船，具体的には，499GT型貨物船を対象とし
て，空気潤滑システムの概略設計を行い，空気吹き出し部の

設置位置，空気供給装置の仕様，空気潤滑システムの概略設

計を行い，期待できる抵抗低減量，燃費低減率を検討した． 
空気潤滑時の摩擦抵抗低減量は，CFDによる気泡流計算 7)

の結果から推定した．気泡流計算用の CFD コードとして
ANSYS Fluent を用いた．ANSYS Fluent のユーザー定義関数
（UDF）機能とユーザースカラー輸送方程式（UDS）機能を
用いて，気泡流モデルと摩擦抵抗低減モデルを導入し，空気

潤滑状態の CFDを可能にしたものを使用した． 
図－９に空気吹き出し部の配置と，CFDのための計算格子
を，図－１０に CFDによる空気潤滑状態の計算結果を示す． 
 
 

 

 

 

図－9空気吹き出し部の配置と CFD用計算格子 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 空気潤滑状態の CFD計算結果 

 

推定された摩擦抵抗低減量から空気潤滑状態における制

動動力を求めた．また空気吹き出しに必要となる容量・揚程

を持つブロア，空気配管による損失を検討して，ブロアによ

る空気吹き出しに必要となる動力を算定した．これらの結果

から，実質省エネ率を求め，満載時 3.8%，バラスト時 11.0%，
平均で 7.4％の実質省エネ率が得られると推定された．さら
に海技研で開発中の周期吹き出し法を適用した場合の実質

省エネ率を算定すると，満載時で 4.5%，バラスト時 11.9%，
平均で 7.4％の実質省エネ率が得られるという結果を得た．
空気潤滑による省エネ効果推定結果を表－６に示す． 
 

表－6 空気潤滑による省エネ効果推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空気潤滑システムの概略設計から得られた省エネ効果の

推定結果を用いて，以下の条件で節減燃料費の算定を行っ

た． 
 
節減燃料費計算条件 
●年間稼働率 50%（4,380時間） 
●満載航海時 3.8%，バラスト航海時 11.0%の省エネ効果が得
られ，満載航海とバラスト航海の割合は半々であるとする． 
●主機燃費率：195g/kwh 
●A重油価格：81,700円/kl（2021年 10月－12月価格） 
●A重油比重：0.86 
●A重油単位当たり二酸化炭素排出量：2.71kg/l 
 
算定結果 
年間節減燃料費：2,000,657円 
年間 CO2排出削減量：66.4t 
 
今後，海運部門のカーボンニュートラル化が進み，代替燃

料への更新が進むと燃料コストは高くなると見積もられて

いる．代替燃料として有望視されているアンモニアの場合，

単位熱量当たりで比較して A 重油の約 2 倍のコスト増にな
ると推計されている．その場合，年間で約 400万円の燃費が
節減できる． 
 
３．２ 空気潤滑制御システムの検討 

実運航時におけるロール運動による空気潤滑への影響を

検討するため，空気潤滑状態の CFD計算を行った．計算は静
的な横傾斜状態を対象に行った．図－１１に CFD 計算結果
を，表－７に抵抗低減率の変化を示す．横傾斜角 0～6度の範
囲では抵抗低減率に変化は少なかった．横傾斜角 12度では，
気泡による被覆状態が悪くなり，抵抗低減量が減少するた

め，吹き出し箇所の制御が効果的と考えられる． 

状態 満載 バラスト 満載 バラスト
主機負荷 85% 85% 85% 85%
船速 V ｋｔ 10.5 10.5 10.5 10.5
主機出力 BHP kW 328 335 328 335
前部喫水 df m 3.83 2.16 3.83 2.16
後部喫水 da m 4.45 4.00 4.45 4.00
船体抵抗 R kgf 4,572 4,666 4,572 4,666
平均空気膜厚さ tb mm 7.0 7.0 7.0 7.0
所要空気量（船底部） Q m3/min 16.3 16.3 16.3 16.3
所要空気量（大気圧） Q m3/min 23.3 21.5 23.3 21.5
抵抗低減率 ΔR/R 13.4% 16.8% 14.1% 17.6%
抵抗低減量 ΔR kg 613 784 643 823
抵抗比 rr 0.866 0.832 0.859 0.824
プロペラ荷重度CT Ct 1.340 1.406 1.340 1.406
空気吹き出し時の荷重度CT' C't 1.161 1.170 1.152 1.158
荷重度変化分のηoの変化率 rηo 1.024 1.032 1.026 1.033
所要馬力 BHPa kW 278 270 275 267
名目省エネ率 e % 15.4% 19.3% 16.2% 20.2%
喫水による水頭 kPa 42 32 42 32
ブロア空気量 Qb m3/min 23 21 23 21
ブロワー管路損失 dP kPa 5.0 5.0 5.0 5.0
吐出圧(kPa) kPa 47 37 47 37
総ブロワー馬力 28 21 28 21
総ブロワー馬力（効率込） AHP kW 38 28 38 28
最終所要馬力 BHPab kW 316 298 313 295
実質省エネ率 e 3.8% 11.0% 4.5% 11.9%

空気吹き出し方法 連続吹き出し 周期吹き出し
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Integrated system for oil spill contingency  
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Abstract 
 This paper describes a prediction system that integrates the latest element models of oil spilled into the marine 
environment. The system simulates oil evaporation, emulsification, and oil dissolution using marine 
meteorological data with theoretical models of oil entrainment into the water, oil droplet shape, and 
horizontal/vertical transport of oil. The behavior of heavy fuel oil spilled from a ruptured fuel tank in an actual 
cargo ship grounding accident was simulated using this system. The simulation results reproduced each location 
and arrival time of the drifting oil with appropriate accuracy. Furthermore, the effects of the physical properties 
of spilled oil, including input data for the simulation, were evaluated as an example of sensitivity analysis . The 
analysis showed that slight differences in the properties such as density and kinetic viscosity coefficient, which 
were assumed in the simulation, could cause large differences in the movement of spilled oil and the location 
of drifting oil drifting.  
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図－11 横傾斜時における空気潤滑状態の CFD計算結果 

 

表－7 横傾斜時における抵抗低減率 

 
 
 
 
３．３ 空気潤滑状態モニタリングシステムの検討 

空気潤滑による省エネ効果への船体状態，気象海象の影響

を評価できる空気潤滑状態モニタリングシステムの構成要

件を検討した．モニタリングデータと船型パラメータを用い

て，気象・海象・船体状態・船速等の変化による馬力の変化

を補正することで，空気潤滑システムによる省エネ効果を正

確に評価できるようにした．空気潤滑状態モニタリングシス

テムのシステム構成を図－１２に示す． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 空気潤滑状態モニタリングシステム構成 

 

本システムを用いることにより，空気吹き出しの制御方法

の評価を行うことが可能となり，日々取得されるモニタリン

グデータを陸上データサーバーで解析することで，制御シス

テムのブラッシュアップを図ることができる．また，本モニ

タリングシステムを用いて，GHG排出量の実削減量のトレー
スが可能となり，空気潤滑システムによる GHG 削減の有効
性を実証的に評価することが可能となる． 

 
55．．ままととめめ  

地球温暖化の深刻化により，海上物流システムのカーボン

ニュートラル化への対応が喫緊の課題となっている．そこ

で，海上技術安全研究所の流体分野として検討すべき課題に

ついて検討を行い，カーボンニュートラル海上物流システム

実現のためのロードマップを作成した． 
流体設計系では，カーボンニュートラル時代に対応するた

め研究として，低速幅広肥大船型の開発と内航船向け空気潤

滑システムの開発を行っている． 
燃料費が従来の数倍になることが見込まれるゼロエミッ

ション船においては，従来船型の 2倍の輸送効率の船型が求
められている．開発した低速幅広肥大船型は，現状の肥大船

とかけ離れた要目を持つが，評価の結果，ゼロエミッション

船として経済的に成立可能な性能を持つことが明らかにな

った． 
内航船向け空気潤滑システムの開発では，内航船の GHG
排出削減のため，内航船用の標準的な空気潤滑システムの概

略設計，実海域での省エネ効果を確保する制御システムの検

討，省エネ効果を評価し，制御法の改善を図るためのモニタ

リングシステムの検討を行った．その結果，内航船において

も実用的な省エネ効果と燃費節減効果が得られること，実海

域におけるロール運動においては空気吹き出しの制御に効

果がみられそうなことが判った．また実海域における省エネ

効果を正確に評価するための空気潤滑状態モニタリングシ

ステムに必要な構成要素を提案した． 
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